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「夏に感染拡大、医療負荷増大の可能性も」アドバイザリーボード 2 ヵ月ぶりに開催「夏に感染拡大、医療負荷増大の可能性も」アドバイザリーボード 2 ヵ月ぶりに開催
( 2023.6.16 配信前の記事 )( 2023.6.16 配信前の記事 )

★最新介護医療情報★★最新介護医療情報★

　厚生労働省の新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード（座長：脇田隆字・国立感染　厚生労働省の新型コロナウイルス感染症対策アドバイザリーボード（座長：脇田隆字・国立感染

症研究所所長）は 6 月 16 日、2症研究所所長）は 6 月 16 日、2 ヵ月ヵ月ぶりに会合を開き、ぶりに会合を開き、「夏の間に一定の感染拡大が生じる可能性「夏の間に一定の感染拡大が生じる可能性

があり、感染拡大により医療提供体制への負荷を増大させる場合も考えられる」があり、感染拡大により医療提供体制への負荷を増大させる場合も考えられる」との見解を取りまととの見解を取りまと

めた。脇田座長は「感染拡大が起きて、若い人から高齢者へ広がっていくと、医療が逼迫する可能性はめた。脇田座長は「感染拡大が起きて、若い人から高齢者へ広がっていくと、医療が逼迫する可能性は

ある」と述べ、増加傾向が続く感染者数を注視する考えを示した（資料は、厚労省のホームページ）。ある」と述べ、増加傾向が続く感染者数を注視する考えを示した（資料は、厚労省のホームページ）。

　アドバイザリーボードは 2020 年 2 月 7 日から 2023 年 4 月 19 日まで 1 ～ 2 週間に 1 度　アドバイザリーボードは 2020 年 2 月 7 日から 2023 年 4 月 19 日まで 1 ～ 2 週間に 1 度

のペースで計 121 回開かれていたが、新型コロナの感染症法上の位置づけが 5 類に移行したことのペースで計 121 回開かれていたが、新型コロナの感染症法上の位置づけが 5 類に移行したこと

で不定期開催となっていて、今回は 5 類移行後初の会合だった。で不定期開催となっていて、今回は 5 類移行後初の会合だった。

　6 月 5 ～ 11 日の定点医療機関当たりの患者数は全国平均で 5.11 人と、定点での集計に切り替6 月 5 ～ 11 日の定点医療機関当たりの患者数は全国平均で 5.11 人と、定点での集計に切り替

わった 5 月 8 ～ 14 日の 263 人から毎週増加している。最も多いのは沖縄県で 1841 人に上った。わった 5 月 8 ～ 14 日の 263 人から毎週増加している。最も多いのは沖縄県で 1841 人に上った。

東京都は 5.99 人、大阪府は 4.33 人だった。36 都道府県で前週より増加した。東京都は 5.99 人、大阪府は 4.33 人だった。36 都道府県で前週より増加した。

　アドバイザリーボードは医療提供体制について「全国的にひっ迫は見られないが、沖縄県の医療の　アドバイザリーボードは医療提供体制について「全国的にひっ迫は見られないが、沖縄県の医療の

状況には注視が必要」とした。状況には注視が必要」とした。

　脇田座長は会合後の記者会見で「増加傾向はもうしばらく続くのではないか。ただ、どこまで続く　脇田座長は会合後の記者会見で「増加傾向はもうしばらく続くのではないか。ただ、どこまで続く

のか、どういった規模まで広がるのか予測は非常に難しい。感染状況と医療提供体制を注意して見てのか、どういった規模まで広がるのか予測は非常に難しい。感染状況と医療提供体制を注意して見て

いく必要がある」と述べた。いく必要がある」と述べた。

　医療提供体制について、厚労省の担当者は「今のところ、入院調整や発熱時の相談対応で特段の混　医療提供体制について、厚労省の担当者は「今のところ、入院調整や発熱時の相談対応で特段の混

乱が生じているとの報告は受けていない」と説明した。乱が生じているとの報告は受けていない」と説明した。

　厚労省はこのほか、5 月 17 ～ 31 日の献血時の検体で実施した新型コロナウイルスの抗体調査　厚労省はこのほか、5 月 17 ～ 31 日の献血時の検体で実施した新型コロナウイルスの抗体調査

の速報値を公表した。全国の抗体保有率は 42.8％と、2 月の調査（42.0％）とほとんど変わらなかの速報値を公表した。全国の抗体保有率は 42.8％と、2 月の調査（42.0％）とほとんど変わらなか

った。った。
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　共同通信社の世論調査で、現行の健康保険証を来年秋に廃止してマイナンバーカードに一本化す共同通信社の世論調査で、現行の健康保険証を来年秋に廃止してマイナンバーカードに一本化す

る政府方針について、延期や撤回を求める声は 60 代以上の高年層が計 78・４％に上り、年代別でる政府方針について、延期や撤回を求める声は 60 代以上の高年層が計 78・４％に上り、年代別で

最も多かった。デジタル機器に不慣れな高齢者の間で懸念が広がっている実態が浮き彫りになった。最も多かった。デジタル機器に不慣れな高齢者の間で懸念が広がっている実態が浮き彫りになった。

　廃止に関し「延期するべきだ」と「撤回するべきだ」の合計で、40 ～ 50 代の中年層は計 73・２％。　廃止に関し「延期するべきだ」と「撤回するべきだ」の合計で、40 ～ 50 代の中年層は計 73・２％。

30 代以下の若年層が計 60・５％で最も低かった。30 代以下の若年層が計 60・５％で最も低かった。

　支持政党別では、一本化撤回を求める立憲民主党支持層の計 86・４％、共産党の計 86・８％が　支持政党別では、一本化撤回を求める立憲民主党支持層の計 86・４％、共産党の計 86・８％が

予定通りの廃止に反対。与党でも自民、公明両党ともに「延期するべきだ」が最も高く、それぞれ 42・予定通りの廃止に反対。与党でも自民、公明両党ともに「延期するべきだ」が最も高く、それぞれ 42・

８％、41・６％を占めた。男女別では、女性の計 78・１％、男性の計 65・５％が延期や撤回を求めた。８％、41・６％を占めた。男女別では、女性の計 78・１％、男性の計 65・５％が延期や撤回を求めた。

　トラブルが相次ぐマイナンバーの活用拡大を目指す政府方針に「不安を感じている」「ある程度不　トラブルが相次ぐマイナンバーの活用拡大を目指す政府方針に「不安を感じている」「ある程度不

安を感じている」と回答した人のうち、現行の保険証を予定通り廃止するべきだと答えたのは 15・安を感じている」と回答した人のうち、現行の保険証を予定通り廃止するべきだと答えたのは 15・

０％にとどまった。０％にとどまった。

来秋移行、高年層 78％反対　保険証廃止に広がる懸念来秋移行、高年層 78％反対　保険証廃止に広がる懸念
( 共同通信社 2023.6.19 配信 )( 共同通信社 2023.6.19 配信 )


